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技
術
の
進
歩
の
ス
ピ
ー
ド

が
年
々
速
く
な
っ
て
い
る
よ

う
に
感
じ
る
。
特
に
ソ
フ
ト

ウ
エ
ア
、
通
信
、
人
工
知
能
な
ど
の
分

野
で
そ
の
よ
う
に
感
じ
る
が
、
ハ
ー
ド

ウ
エ
ア
の
世
界
で
も
３
Ｄ
プ
リ
ン
タ
ー

の
よ
う
な
技
術
で
試
作
品
の
製
作
時
間

が
短
縮
さ
れ
、
開
発
期
間
の
短
縮
に
つ

な
が
っ
て
き
た
。
し
か
し
、
航
空
機
の

開
発
期
間
は
全
体
シ
ス
テ
ム
が
ま
す
ま

す
複
雑
化
し
て
お
り
、
大
き
な
構
造
物

で
あ
る
こ
と
か
ら
、
画
期
的
に
短
く
は

な
っ
て
い
な
い
▲
予
期
し
な
い
不
具
合

か
ら
開
発
が
停
滞
す
る
こ
と
も
少
な
く

な
い
。
そ
れ
以
上
に
大
き
い
の
は
開
発

機
会
が
減
り
、
経
験
が
蓄
積
さ
れ
に
く

く
な
っ
て
い
る
こ
と
か
も
し
れ
な
い
。

要
求
性
能
を
決
め
な
け
れ
ば
設
計
が
で

き
な
い
が
、
こ
れ
を
決
め
る
こ
と
は
な

か
な
か
容
易
で
は
な
い
。
民
間
機
で
あ

れ
、
軍
用
機
で
あ
れ
、
新
し
く
作
る
か

ら
に
は
、
よ
り
高
性
能
を
目
指
す
よ
う

に
な
り
が
ち
だ
が
、
一
方
、
技
術
的
実

現
性
の
壁
と
開
発
費
の
壁
も
あ
り
、
低

性
能
で
も
安
価
な
機
体
で
妥
協
す
る

か
、
一
点
豪
華
主
義
の
よ
う
な
絞
っ
た

目
標
を
追
求
す
る
か
な
ど
、
い
ろ
い
ろ

な
ア
プ
ロ
ー
チ
が
あ
る
▲
継
続
的
な
改

良
を
続
け
る
方
式
が
米
国
か
ら
始
ま

り
、
軍
用
機
、
民
間
機
と
も
主
流
と

な
っ
て
い
る
。
航
空
機
の
耐
用
年
数
が

50
年
を
超
え
そ
う
な
時
代
で
は
、
当
然

の
こ
と
だ
が
、
始
め
か
ら
ギ
リ
ギ
リ
の

設
計
で
な
く
、
将
来
の
発
展
の
余
地
を

残
し
た
設
計
と
す
る
こ
と
が
必
要
で
は

な
い
だ
ろ
う
か
。
日
本
で
も
既
存
の
防

衛
装
備
の
改
善
へ
の
予
算
配
分
が
認
め

ら
れ
る
よ
う
に
な
り
、
ト
ー
タ
ル
・
ラ

イ
フ
サ
イ
ク
ル
・
コ
ス
ト
の
考
え
方
が

実
行
段
階
に
な
っ
て
き
た
▲
日
本
側
の

全
額
負
担
に
よ
る
日
米
共
同
開
発
と
い

う
政
治
的
な
決
着
に
よ
り
開
発
さ
れ
た

Ｆ
２
戦
闘
機
。
そ
の
後
継
を
目
指
す
将

来
戦
闘
機
の
国
産
開
発
の
意
思
決
定
を

来
年
に
控
え
て
、
各
要
素
技
術
の
研
究

試
作
が
形
に
な
り
始
め
て
き
た
。
一
揃

い
の
技
術
的
ラ
イ
ン
ナ
ッ
プ
を
整
え
て

の
開
発
は
、
Ｐ
１
固
定
翼
哨
戒
機
で
前

例
が
あ
る
▲
今
後
重
要
と
な
っ
て
く
る

の
は
、
こ
の
将
来
戦
闘
機
構
想
で
、
ど

の
よ
う
な
使
い
方
を
求
め
る
か
だ
ろ

う
。
マ
ル
チ
ロ
ー
ル
・
フ
ァ
イ
タ
ー
が

世
界
的
な
潮
流
で
あ
り
、
攻
防
両
面
で

の
使
い
方
の
幅
が
大
き
く
な
っ
て
い

る
。
導
入
機
で
あ
る
Ｆ
35
と
の
相
互
補

完
関
係
が
重
要
で
、
い
わ
ゆ
る
第
六
世

代
機
を
目
指
す
と
い
う
よ
う
な
漠
然
と

し
た
高
性
能
へ
の
要
求
は
避
け
る
べ
き

で
は
な
い
だ
ろ
う
か
▲
今
年
も
周
辺
の

安
全
保
障
環
境
が
改
善
さ
れ
る
見
通
し

は
立
ち
に
く
い
が
、
よ
り
良
い
年
と
な

る
よ
う
期
待
し
た
い
し
、
我
々
も
努
力

し
た
い
と
思
う
。
︵
渡
辺
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　今年は1月20日に米国でトランプ大統領
が就任する。米国の国防政策がどのように
変化するのか、各国とも注視する中で年を
越した。日本政府はオバマ政権下での日米
同盟の強化、米国の対日安全保障コミット
メント確保のため、昨年末まで活発に活動
し、安倍晋三総理大臣がハワイでオバマ大
統領との最後の会談を行い、真珠湾を慰霊
訪問するなど最後まで努力を惜しまなかっ
た。既得権確保とも見える。トランプ氏は
軍人を尊敬すると、閣僚級に3人の元将官
を充てた。そのうち2人が海兵隊大将であ
り、従来の元軍人の起用と少し異なる傾向
がある。一方で、実業家出身のトランプ氏
は、次期大統領専用機やF-35戦闘機が高
すぎると批判し、大統領専用機は契約解除
を臭わせ、F-35は大幅な予算削減の計画
見直しを示唆している。日本もF-35Aを

採用し、今年3月末までには合計4機の完
成輸入機を米国で受領、米ルーク基地で操
縦訓練、整備訓練に使用される。今年は三
菱重工で組立てる5号機も完成し、三沢基
地に配備される。その後37機が日本で組
立てられる。F-4EJ戦闘機の後継機として
2個飛行隊分42機の導入が決まっている。
　その後については未定だが、ステルス性
能を持つ先進戦闘機で入手可能なのはF-
35だけであり、国内開発を目指すF-2後継
戦闘機以外の戦闘機の後継機、さらに現在
12個飛行隊の戦闘機を13個隊に増強する
機種が未定であり、この枠がF-35Aで埋
められることを予想・期待する見方もあ
る。ステルス性以外はF-35Aに匹敵する
というSAABグリペンEなど、在来機の近
代化を続けているところもある。
　F-35が従来の戦闘機と異なるのは、開

発当初からネットワーク戦闘を基本とし、
優れた状況認識能力を持つことだ。光学セ
ンサのEO　DASは、弾道ミサイルの発射
をキャッチでき、情報をイージス艦に伝達
して、弾道ミサイル迎撃実験にも成功した
という。戦闘機という枠を超えた機能を
持っており、まだまだ能力拡大が可能だ
が、その開発費を誰が負担するのか。開発
当初のメンバー8ヵ国でもカナダのように
未だにF-35を発注していない国がある。
日本は当初開発参加国ではないが、今後、
能力向上に関与して負担増を求められる可
能性はあるかもしれない。

【写真：赤い日の丸がなくなった航空自衛
隊のF-35A（提供：ロッキード・マーティ
ン）】
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　皆様に謹んで新年のご挨拶を申し上げま
すとともに、旧年中に賜りましたご厚情に
対し深く御礼申し上げます。
　わが国を取り巻く安全保障環境は、中国
軍の活動の活発化や北朝鮮の核実験、弾道
ミサイルの発射、国際テロ
の脅威など一層厳しさを増
しています。
　このような認識に基づ
き、いかなる事態において
も、切れ目のない対応を可
能とするよう、昨年3月に平
和安全法制が施行されまし
た。
　自衛隊は平素からわが国
とその周辺の海空域を24時
間態勢で監視を行い、わが
国周辺における事態に即応
できる態勢を維持していま
す。あわせて、昨年4月に
は、熊本県熊本地方で地震
が発生し、人命救助や被災者への生活支援
を行いました。
　国外では、南スーダンにおいて派遣施設
隊第11次要員による活動が開始されると

　新年あけましておめでとうございます。
皆様には希望に満ちた輝かしい新年をお迎
えのことと心からお慶び申し上げますとと
もに、旧年中に賜りました御厚情に深く御
礼申し上げます。
　昨今の我が国を取り巻く
安全保障環境は、中国、北
朝鮮等の様々な不安定要
因、世界各地における相次
ぐテロ等、より一層複雑化
し、冷戦終結以降最も厳し
い状況と認識しています。
このような中、昨年は、平
成28年熊本地震をはじめ、
北海道・東北での風水害、
行方不明者捜索、緊急患者
空輸等各種災害への対応、
不発弾処理等の民生支援、
伊勢志摩サミット支援等を
実施するとともに、国際平
和協力活動及び海賊対処行動への部隊の派
遣を継続する等、国内外における様々な任
務に対応しました。
　また、南スーダン派遣施設隊に対して付
与された「駆け付け警護」や「宿営地の共
同防護」といった新たな任務等に対しても
訓練で培った任務遂行能力をもって確実に
対応できるよう、万全を期して参りまし

陸海空心を一つに統合運用更に進化を
グローバルな安全保障環境の改善に積極寄与

　統合幕僚長　海将　河野　克俊

強靭な陸上自衛隊の創造
-何時如何なる任務が与えられようとも事態に即応して任務を完遂-

陸上幕僚長　陸将　岡部　俊哉
ともに、ソマリア沖・アデン湾における海
賊対処行動を継続して、国際社会の平和と
安定に貢献しています。また、昨年7月に
はバングラデシュ及び南スーダンに自衛隊
機を派遣し、在外邦人等の輸送を行うとと

もに、昨年11月にはニュー
ジーランド地震発生に伴う
国際緊急援助活動を行いま
した。
　統合訓練においては、各
種訓練を通じて、統合運用
要領を演練するとともに、
機会をとらえて平和安全法
制に係る訓練を実施し、そ
の実効性の向上を図りまし
た。
　本年は、任務遂行にあた
り、平和安全法制及び日米
防衛協力のための指針に基
づく役割を踏まえ、米軍と
緊密に連携し、平素からの

常続監視等による抑止、各種事態に即応し
た実効的な対処を行うとともに、日米同盟
の強化を図りつつ、アジア太平洋地域の安
定化及びグローバルな安全保障環境の改善

のための活動に積極的に
寄与していく必要がある
と認識しています。
　我々自衛隊は、皆様の
期待に応え得るよう、常
に厳正な規律と高い士気
を保持し、陸海空自衛隊
が心を一つにして統合運
用をさらに進化させ、事
態に即応し実効的に対応
できる態勢を維持してい
く所存です。
　皆様の変わらぬご支援･
ご協力を賜ることをお願
い申し上げます。

統合幕僚長　河野克俊海将

陸上幕僚長　岡部俊哉陸将

平成28年度自衛隊観閲式（提供：陸上幕僚監部）

た。
　本年は、「強靭な陸上自衛隊の創造」の
ための「陸上自衛隊創隊以来の大改革」を
実現する実質的初年度であり、これまで準

備してきた平成29年度末の
陸上総隊、水陸機動団、機
動師団・旅団等の新・改編
を完整させる極めて重要か
つ歴史的な年です。
そのため、改革の推進と
ともに新たな体制の原動力
となる部隊・隊員が、今ま
で以上に、高い練度と即応
性を保持し、団結・規律・
士気を兼ね備えた「足腰の
強い部隊」となるように努
めて参ります。これによ
り、何時如何なる任務が与
えられようとも事態に即応
して任務を完遂し得る「強

靭な陸上自衛隊の創造」を目標に、陸上自
衛隊一丸となってこの大改革に取り組む所
存です。
　本年の皆様の御多幸と御健勝を祈念申し
上げますとともに、変わらぬ御支援・御協
力を賜りますことをお願い申し上げ、新年
の挨拶といたします。

熊本地震での災害派遣状況。
　　　　　　　　　　（提供：陸上幕僚監部）

西方普通科連隊の上陸訓練
　　　　　　　　（提供：陸上幕僚監部）

南スーダンにおける派遣施設隊の活動（写真は
10次要員）（提供：統合幕僚監部）

在外邦人等輸送のためジブチに展開した空

自Ｃ-130Ｈ　　　（提供：統合幕僚監部）

熊本地震に係る災害派遣において、現場で調整する陸・海・空自
部隊（提供：統合幕僚監部）

新設された与那国駐屯地（提供：陸上幕僚監部）
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拡大する　「グレー・ゾーン」の戦いに対応
人的基盤、作戦基盤、装備技術基盤を拡大

海上幕僚長　　海将　　村川　　豊

　新年おめでとうございます。海上自衛隊
を代表して旧年中賜りました数々の御支
援、御協力に対し深く感謝致しますととも
に、謹んで初春の御挨拶を
申し上げます。
　昨今、国際情勢は混迷の
度合いを深め、世界の安全
保障環境は大きく変わりつ
つあります。領土・主権・
経済権益等をめぐり、純然
たる平時でも有事でもない
「グレー・ゾーン」と称さ
れる事態は、重大な危険を
内在しているにも関わら
ず、地理的にも時間的にも
拡大傾向にあり、解決の道
筋すら見えておりません。
　この「グレー・ゾーン」
における戦いは、勝敗も戦
果も見え難いものの、一時
も目をそらし、気を抜くこ
とが許されない長い戦いであります。今ま
さに起こりうる事態を念頭に置くならば、
刀を研ぎ澄ますことのみにとどめてはなり
ません。求められるのは、冷静さと忍耐力
をもって、その刀を即座に抜ける物心両面
での構えの堅持であり、真の「即応」態勢
をこれまで以上に追求する所存でありま
す。
　また、国内では、昨年も地震・台風等の

大規模災害が生起し、自衛隊の救助活動等
に対する国民の期待は極めて大きなものと
なっております。

　かかる情勢を踏まえ、
海上自衛隊はこれまで推
進してきた、３つの基盤
の強化を継続推進し、
「真に戦える」精強な態
勢の構築を目指します。
すなわち質の高い隊員確
保のための人的基盤、統
合運用及び米海軍との相
互運用性の向上による作
戦基盤及び防衛装備庁と
の連携、調達改革による
装備技術基盤の強化であ
り、隊員一丸となって実
現のための努力を傾注し
ていく所存です。
挑戦する課題の多くは新
たなものであり、困難も

予想されますが、一時でも歩を休めること
が、すなわち後退を意味する現下の厳しい
状況のなかで、「指揮官は率先垂範、各員
はそれぞれの分を尽くす」という海軍から
の良き伝統に従い、果敢に挑戦して参りま
す。
最後に、本年が皆様にとって幸多き年にな
ることを祈念致しまして、年頭の御挨拶と
させていただきます。

海上幕僚長村川豊海将

熊本地震の災害派遣に参加した海自の輸送艦（提供：海上自衛隊）

統合機動防衛力の構築に向け装備取得
南西地域の防衛態勢強化続ける
航空幕僚長　空将　杉山　良行

　新年明けましておめでとうございます。
　読者の皆さまにおかれましては、つつが
なく新しい年をお迎えのこととお慶び申し
上げます。
昨年を振り返りますと、北
朝鮮の弾道ミサイル発射や
核実験への対応、熊本地震
を始めとする各種災害への
対応、増加の一途を辿る対
領空侵犯措置など、我々は
国民の安全安心のため、日
夜、任務を遂行してきまし
た。また、航空団として51
年ぶりとなる第９航空団の
新編、東日本大震災で被災
した松島基地の飛行教育再
開、日本向けF-35A初号機
受領、国内初となる英国と
の共同訓練等、航空自衛隊
の歴史に残る事業も多々あ
りました。その様な中、４月６日、定期飛
行点検中のU-125が墜落し、大切な仲間
６名を失ったことは痛恨の極みであり、事
故絶無に向けた強い決意を胸に刻みつけて
います。
　さて、我が国を取り巻く安全保障環境は
様々な課題や不安定要素がより顕在化・先
鋭化しています。北朝鮮による核兵器・弾
道ミサイル開発の継続や中国による東シナ

海及び南シナ海での独自の主張に基づく力
による現状変更の試みは、我が国のみなら
ず国際社会の懸念となっています。また、

ロシアは、極東地域におい
て大規模演習や部隊展開を
行っており、引き続き注目
が必要です。
　このような中、航空自衛
隊は、統合機動防衛力の着
実な構築に向け、F-35A、
C-2、KC-46Aなどの装備
品の取得、BMD能力向上の
ための各種施策の推進、南
西航空混成団を「方面隊」
へ改編する等の南西地域に
おける防衛態勢の強化な
ど、引き続き、国民の安心
安全を確保するため、組織
の精強化に努めて参りま
す。また、日米同盟を基軸

としつつ、オーストラリア、韓国、イン
ド、ASEAN諸国、欧州といった我が国と
価値観や戦略的利益を共有する国々とも、
航空自衛隊らしさを活かした防衛協力・防
衛交流を積極的に行いたいと考えていま
す。
　最後に、新しい年がＷＩＮＧ読者の皆様
にとって輝かしい一年となりますよう祈念
し、新年のご挨拶と致します。

航空幕僚長・杉山良行空将

米空軍ルーク基地に到着、空自隊員に迎えられたF-35A初号機
（提供：航空自衛隊）
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防衛の宇宙利用はリスク踏まえる必要が増大
片岡元空幕長、即応型小型衛星など抗堪性強化必要に

　このほど元航空幕僚長の片岡晴彦氏に会
い、長年別々の道を歩んで来た日本の宇宙
開発と防衛が新たな宇宙政策により、安全
保障利用の拡大に向かっている現況につい
て、防衛側から見ての私見を
含め聞くことができた。
　以下は、去る11月10日、
航空自衛隊航空開発実験集団
の研究開発業務等説明会・意
見交換会での片岡氏の講演を
ベースに、インタビューと関
係資料によりまとめたもので
ある。

　片岡氏は「今や紛争が宇宙
に波及する時代となってお
り、今後の宇宙の安全保障利用はそのリス
クを想像して対応する必要がある」と述
べ、更に新たな防衛宇宙利用では即応性の
高い小型観測衛星とその打上用小型ロケッ
トの検討が必要との私見を示した。
　片岡氏はまず、作戦運用における宇宙シ
ステム依存は増大の一途を辿っていること
を、実例を挙げながら現状認識として説明
した。リアルタイム画像伝送、大容量ネッ
トワーク、精密位置情報は衛星通信に依存
するところが多く、米軍も軍用通信衛星だ
けでは衛星通信需要を賄いきれず、商用通
信衛星も利用しているという。

　一方で、宇宙利用のリスクとして片岡氏
は、宇宙空間の混雑とスペースデブリの増

加、宇宙における脅威の増大、日本周辺諸
国の宇宙戦力強化などを挙げた。冷戦時代
には宇宙活動は米ソ2ヵ国が独占し、核戦
力の相互確証破壊の前提として双方の偵察

衛星は攻撃しない暗黙の了解が
あったと見られると説明。その
後宇宙活動は人工衛星保有国が
60ヵ国、衛星打上げ国が11ヵ
国と増大、スペースデブリが増
大している。
　その中でも衝突事故ではな
く、意図的な衛星攻撃破壊実験
を中国が実施したことで、デブ
リの増大だけでなく、宇宙空間
での紛争の可能性が高まった。
破壊しなくても、電波妨害で深

刻な影響が懸念されるのがGPSなどの衛
星利用測位システムだ。精密誘導兵器の精
度を確保し、作戦行動の時間的同期にも必
要で、民生利用でもその妨害電波による精
度劣化が深刻な影響を及ぼす。
　GPSの歴史は意外に古く、技術研究本部
では約30年前にXT-4開発時にリングレー
ザー・ジャイロの位置標定試験として自動
車に搭載して、GPS受信機とともに北海道
から本州まで走ったことがあったという。
当時のGPS衛星は6機のみで位置評定でき
たり、できなかったり頼りないものだった
そうだ。今日のGPS利用は個人の位置把握
に及んでおり、意外にも個人的なGPS信号
妨害需要から妨害装置の私的利用もあると
いう驚くべき話も聞く。
　GPSに頼らない独自の測位衛星網をロシ
ア、中国、欧州が開発・実用化しつつあ

り、日本の準天頂衛星も基本的にはGPS補
完機能を期待されるものの、GPS代替機
能も発揮できるものとして、今後機数の増
加が図られる。防衛面からは、衛星システ
ムに頼らない別の方法、画像ジャイロなど
も検討されているが実用には至っていな
い。
　中国の急速な宇宙活動の拡大は、近年ロ
シアを上回る勢いで、技術面でも有人宇宙
活動の単独実施や、衛星の能力向上が見ら
れる。それに加えて、衛星破壊衛星のよう
な宇宙軍事化も進めているものと見られ
る。

　このような宇宙ドメインの現況に対し
て、日本の対応は、国家安全保障戦略の策
定、日米防衛協力新ガイドライン、新宇宙
基本計画などにより、宇宙の安全保障利用
の枠組みが整備されてきた。
　今後、どのように進めて行くのか、片岡
氏は私見と断って、（1）スペースデブリ
把握などのスペース・シチュエーショナ
ル・アウェアネス（SSA）体制の強化、ス
ペース・ドメイン・アウェアネス
（SDA）への拡大（2）作戦運用用小型衛
星とでもいうような衛星の検討、超低高度
衛星SLATSなど注目、マリタイム・ドメ
イン・アウェアネス（MDA）にも貢献、
（3）宇宙利用の抗堪性の向上、の3点を
挙げた。
　いずれも、宇宙関係各府省での取組は始

まっている。
　SSA対応では、2016年度予算では防衛
省が2億円、文部科学省（JAXA）が10億
円の予算を計上、2017年度概算要求でも
防衛省が1.3億円、文部科学省が19億円を
要求している。
　MDAについては、JAXAのALOS-2（だ
いち2号）に船舶自動識別装置（AIS）が
搭載されており、海上保安庁が2017年度
概算要求でこの海洋状況表示システムを要
求している。超低高度衛星SLATSはJAXA
が打上を計画しており、イオンエンジンで
高度低下を防ぐことにしており、軌道の変
更も可能だ。超小型観測衛星を多数打上げ
る構想は民間にもある。
　宇宙抗堪性の向上については、機能保障
のため、システムの再構築を行うための
「シュリーバー演習Ⅴ」が米豪英加4ヵ国
で実施され、2012年には仏独伊蘭、デン
マーク、トルコが参加したという。片岡氏
は日本も是非参加することが必要と述べ
た。抗堪性向上の手法はいろいろあり、一
般的には分散小型化、相乗り、補完機能な
ど事前に計画し実施される対策が考えられ
る。日本の準天頂衛星も、米GPSの補完
機能が主体だが、代替など抗堪性機能も期
待され、7号機までの打上が計画されてい
る。
　そのほか、情報収集衛星を運用している
内閣衛星情報センターでは、短期打上小型
衛星システムの実証研究を開始した。
　内閣府のImPACT（革新的研究開発推
進プログラム）でも、オンデマンド合成開
口レーダー衛星の研究がスタートし、これ
は打上直後1周目から撮像可能とするもの
という。研究体制はプログラム・マネー
ジャー（PM）は白坂成功慶応大准教授が
務め、1機20億円程度の小型高性能即応事
情観測衛星を実現する計画だ。これは大規
模災害などで、悪天候・夜間対応、即時
性、広域災害対処などにより減災を図るも
の。
　米国では抗堪性強化のため、緊急対処能
力として24時間から数日以内に打上げ可
能な衛星TacSatやORSの研究が行われて
おり、航空機からロケットを発射する空中
打上げなども効果的と見られている。
　このような動向を踏まえ、片岡氏は
「（抗堪性強化のため安全保障用の）小型
衛星と小型ロケットの研究が必要になると
思う」と述べた。

　その他、宇宙関係の新たなウェポンシス
テムとして、極超音速滑空飛翔体が注目さ
れる。米国はファルコンHTV2の飛行試験
を実施したが、速度はマッハ20と言われ
る。中国も近年WU-14という実験機の飛
行試験を既に4回実施しているという。片
岡氏は「これは今のところ有効な防御方法
が確立していないという点で厄介なもの
で、将来の課題になるかもしれない」と述
べた。

　国内に宇宙開発の技術・生産基盤を維持
することが今後も必要になって来る。その
中で、日本の宇宙産業は官需がほとんどと
いう状態が続いており、宇宙予算の低迷が
産業の活力低下、宇宙事業からの企業撤退
として影響を及ぼしている。安全保障利用
の拡大が宇宙予算の拡大に繋がることもX
バンド衛星のような例はあるものの、基本
的に防衛需要はユーザーとして、情報など
の成果物を得ることが基本で、開発費まで
負担して独自の宇宙装備を取得することは
当面期待されても実際には難しい。片岡氏
は「如何に民需商用宇宙ビジネスを成立さ
せるか。利用系のビジネスの成長の起爆剤
を見つけることが必要で、日本には技術基
盤はあり、これをどのようにビジネスにつ
なげていくか、サイクルを回せるようにな
るか、国全体で協力して行く必要があるだ
ろう」と述べた。
　宇宙技術もデュアルユース技術であり、
H-IIAロケット、イプシロン・ロケットの
固体燃料と、AAM-4、AAM-5ミサイルの
固体燃料は同じようなもので、宇宙需要の
方が量的に遥かに大きいともいう。
　【片岡晴彦氏は現在、IHI顧問、内閣府
宇宙政策委員会宇宙安全保障部会長代理、
防衛大臣政策参与を務めているが、今回は
私見を述べたとしている】

新年特集（防衛) New Year Special Issue

スペースデブリや意図的攻撃が問題に

宇宙・海洋状況把握の強化

各府省で観測衛星など取組み始まる

新たな脅威、極超音速滑空飛翔体

宇宙産業振興は商用利用拡大で

安全保障利用が起爆剤になるか

片岡晴彦氏
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　2017年度の防衛関係予算案と2016年度
第3次補正予算が去る12月22日決定、イー
ジス艦の改修促進、PAC-3地上装置一括
改修など弾道ミサイル関係を補正予算に移
して早急な予算執行を目指し、20発以上
を発射するという北朝鮮の急速なミサイル
配備に対する当面の対応を図った。新たな
弾道ミサイル防衛システムの導入検討では
補正予算と本予算合わせて1億円で将来弾
道ミサイル防衛態勢の調査研究が行われる
こととなり、各種シミュレーションが行わ
れる。これらを踏まえてTHAADなどの導
入検討に向かうことになる。日米共同開発
中の能力向上型迎撃ミサイルSM-3Ǿロッ
クIIAは、開発完了を見込んで最初の量産
弾の取得に147億円を計上した。

　また、航空機関系では先頃機種がサイ
テーション680Aに決まった空自飛行点検
機は2機を95億円で計上した。海自の多用
途艦載Ȁリは特別防衛監察の結果、機種選
定の公正性確保の対策を講じた上で再度機
種選定することになり、2018年度以降の
予算要求となる。長期契約による航空機の
まとめ買いは陸自のCH-47JA輸送Ȁリ6機
445億円を6ヵ年度国庫債務負担行為（6
国）で調達するほか、海自C-130R輸送機
のPBLを109億円で6国契約する。
　主要航空機では、RQ-4Bグローバル
ホーク滞空型無人機の初めての組立経費1
機分168億円、KC-46A新空中給油・輸送
機の初号機1機で299億円、V-22オスǿレ
イ4機で391億円（累計13機に）、F-35A
戦闘機6機で880億円（累計26機）、C-2
輸送機3機で553億円といったところで着
実に量産調達を進めることになる。
　そのほかの装備では、島嶼部への攻撃対

処で水陸両用車AAV-7の11両取得に85億
円、さらに開発が完了した03式中距離地
対空誘導弾（改）を初めて量産調達し、沖
縄配備として1式174億円を計上した。
　南西方面の防衛態勢整備では、南西警備
部隊の奄美大島および宮古島配備に関して
は施設整備予算707億円を計上した。
　艦艇では、唯一大臣折衝となった3000
トン新潜水艦1隻の建造が728億円で認め
られた。日本周辺の海域における情報収
集・警戒監視を有効に行えるよう、新型
ソーナーの装備など探知能力が向上してい
る。掃海艦は船体をFRP製にした「あわ
じ」型の3番艦を177億円で建造、音響測
定艦も「ひびき」級の3番艦を新たに224
億円で建造する。潜水艦の探知に重要な海
中での音響の伝わり方を調査する艦で、東
シナ海での海洋情報の収集を強化する意味
もある。

　
　組織改編では、陸上自衛隊が創設以来の
改編としている陸上総隊（司令部・朝霞）
の新編とその隷下となる島嶼侵攻に対して
上陸・奪回・確保するため水陸機動団（仮
称）（本部・長崎県相浦）の新編が大き
い。陸上総隊は海自の自衛艦隊、空自の航
空総隊と同様に運用の一本化を図るもの
で、防衛大臣から陸上自衛隊への命令は陸
上総隊司令官に一本化される。統合運用の
もと、師団、旅団などを迅速・柔軟に運用
を可能とする。現在は各地方総監に命令が
出され、全国的な動員では5総監に命令す
る必要がある。なお、この改編で中央即応
集団は廃止され、同集団隷下の空挺団、Ȁ
リ団などは陸上総隊直轄部隊となる見込
み。
　更に第8師団（司令部・熊本）、第14旅

団（司令部・善通寺）につ
いて即応性の高い機動師
団、旅団に改編する。これ
は戦車から機動戦闘車（装
輪装甲車）に換装し、各種
事態への即応、機動的対処
能力を高め、警戒監視能力
も持たせる。
　更に陸自の教育訓練と研
究機能を充実・強化するた
め、幹部学校と研究本部を
統合して教育訓練研究本部
（仮称）を目黒の新編す
る。人員増のため、目黒の
幹部学校棟の隣に別の建物
を建設する。その他、情報
教育強化のため、現在は小
平学校の一部となっている
情報教育を専門とする情報
学校（仮称）を新編する。
　航空部隊の新編は、陸自
が、空自美保基地内に美保
分屯地（仮称）を設け、中
部方面Ȁリコǿター隊第3
飛行隊（仮称）の新編を盛
り込んだ。日本海側の沿岸
地域での大規模災害等への
対処能力の向上を図るた
め、CH-47J輸送Ȁリコǿ
ター4機を配備する計画と
している。
　空自では、南西地域にお
ける防空態勢の充実のため、南西航空混成
団を廃止して、南西航空方面隊（仮称）を
那覇に新編する。飛行部隊ではF-35Aの
三沢基地配備が2017年度から始まるのを
受けて、臨時F-35A飛行隊（仮称）を新
編する。

　研究開発では安全保障技術研究推進制度
（ǽァンディング制度）の大幅な拡充が概
算要求通り110億円認められ、予算額、研
究期間の観点から大規模な投資が有効な先
進的な技術分野について着手することがで
きるようになった。新規研究開発項目で
は、新艦対空誘導弾の開発に90億円、12
式地対艦誘導弾（改）および哨戒機用新空
対艦誘導弾の開発に115億円が認められ
た。これは、それぞれ射程が従来より延伸
する新型ミサイルで、防空能力、水上艦艇
への対処能力を強化することが期待され
る。研究試作では、サイバー攻撃等への対
処能力を強化するサイバーレジリエンス技
術（通信システムの運用継続を実現する技
術）の研究に7億円、水中監視用無人機の
自律監視技術とセンサシステムの研究に9
億円、将来高性能水陸両用車の実現を目指
す将来水陸両用技術の研究に24億円など
が新規で認められている。

　新規研究として概算要求に21億円を計
上していた「電磁加速システムの研究」に
ついては、2016年度第3次補正予算に10億
円を計上した。電磁加速砲（いわゆるレー
ルガン）の試作を2020年度までに行い、
2021年度末までに試験を行って技術的な
めどを得る計画だ。研究の目的は、島嶼防
衛で脅威度が高い航空機やミサイルなどの
高速移動目標を適切に排除し、侵攻する敵
艦艇等を効果的に撃退するため、弾丸の長
射程化、高威力化が必要なためとしてい
る。

　宇宙関連では、概算要求で1133億円を
一括要求していたXバンド防衛通信衛星3
号機（スーパーバードC2号後継）につい
ては、一部整備275億円が認められた。宇
宙状況監視については監視システムの設計
を本格化するため10億円が計上され、超
小型地球観測衛星を利用した情報収集の調
査研究も新規に開始する。
　サイバー空間対応では124億円を計上し
て、実戦的サイバー演習体制の整備、作戦
システムセキュリティ監視装置の整備、ク
ラウド基盤のセキュリティ監視態勢の整
備、サイバー攻撃対処能力を強化するサイ
バーレジリエンス技術の研究など新規のǿ
ロジェクトが認められている。

弾道ミサイル防衛事業の早期化図る
補正予算への前倒し、将来態勢研究開始へ

グローバルホークは1機を組立に入る　（提供：ノースロップ・グラマン）

新機種は飛行点検機2機を95億
まとめ買いはCH-47JAの6機

陸上総隊、水陸機動団新編へ
空自は南空、臨時F-35A飛行隊

ファンディングで110億円計上

Ｘバンド衛星3号は一部予算化

対処面積が2倍になるPAC-3の能力向上型MSEミサイルの発射　
　　　　　　　　　　（提供：ロッキード・マーティン）　
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URL http://www.tandecoltd.com
取り扱い材料・スペック及び部品リストご覧になれます。

航空・宇宙機器用の板、管、棒、部品を調達する総合商社

機械加工品、  鍛造品、  鋳造品及びケミカル(毒劇物)
製品なども、ご要望に合った製品を供給いたします。

宇宙・航空機器に関する特殊金属材料、部品、副資材等をアメリカ、
ヨーロッパ、アジアなどの海外より弊社独自のルートより輸入し、
国内の宇宙・航空機器製造メーカーに販売しております。

< >

/

「自社内一貫生産」

/
「超塑性加工技術」

　米国のアシュトン・カーター国防長
官が12月6、7日来日し、米政権交代
を前に日本に対する拡大抑止（核の傘
の提供など）のコミットメントを安倍
晋三首相、稲田朋美防衛大臣に強く表
明、沖縄の北部訓練場の4000Ȁク
タールの土地を12月22日に日本側に
返還実現を目指すことを表明した。
（12月22日に日本側に返還完了）
　また、次期政権の国防長官にマティ
アス元海兵隊大将が就任予定となった
が、カーター長官は記者会見で、「マ
ティアス氏は知人で尊敬しており、事
務引き継ぎは万全を期す」とした上
で、「日米同盟は利害を共有し、日米
双方に利益があり、『前方基地展開』
（フォワード・ȁーシング）したことで、
アジア太平洋地域での安全保障面での迅速
な対応が可能になり、これは米国にとって
大きな利益だ」と述べた。カーター長官は
さらに、米軍の北東アジア地域重視を、
2017年からのF-35B岩国配備、イージス
艦増強、P-8嘉手納配備、E-2D第7艦隊配
備、V-22普天間配備、2基目のＸバンド
レーダーの経ケ岬配備と実例を挙げて強調
した。
　日本側の日米同盟強化のための取組も高
く評価し、新ガイドライン、新安全保障法
制により、サイバー、宇宙等々複数ドメイ
ンにわたる国際的な脅威への対処、南スー
ダンPKO、ソマリア沖・アデン湾海賊対

処などの活動を評価した。また、日米同盟
の強化が触媒となって日米豪、日米印、日
米韓の3カ国の安全保障協力、同盟も進展
していることを評価した。

　カーター米国防長官は12月7日午前、横
須賀で海上自衛隊の大型Ȁリ搭載護衛艦
「いずも」を若宮健嗣防衛副大臣とともに
視察し、海上自衛隊員に励ましの言葉を
贈った。7日午後に安倍首相を表敬訪問
し、安倍首相のハワイ訪問、北部訓練場一
部返還、新ガイドライン策定後の日米同盟
強化の取組みなどの意見交換し、特にカー
ター長官から尖閣諸島への日米安保条約第

カーター米国防長官、拡大抑止のコミット強調
沖縄北部訓練場は12月22日に返還

儀仗隊を巡閲するカーター国防長官（右）
と稲田防衛大臣

共同記者会見の様子

5条の適用について言及があったとい
う。
　12月7日にはカーター長官は防衛省
を訪問し、栄誉礼・儀杖を受け、防衛
相会談、共同記者会見を行った。
　防衛相会談では、日米同盟の重要性
で一致、地域情勢の認識を共有、尖閣
諸島が日本の施政下にあり、日米安保
条約第5条の適用範囲に含まれ、日本
の施政を損なう一方的な動きに反対す
ることを確認、日本に対する米国の拡
大抑止の揺るぎないコミットメントを
改めて確認したとしている。
　日本の弾道ミサイル対処能力の総合
的な向上も議題に上ったというが、稲

田防衛大臣は記者会見でTHAADの導入に
ついて具体的な議論には至っておらず、日
本側で検討中の段階であるとしている。
カーター長官はXバンドレーダーに触れた
が、このレーダーはTHAADのレーダーと
共通である。
　また、「技術分野における更なる協力を
含む米国の第3のオフセット戦略に係る日
米防衛当局間の緊密な協力」という言葉が
合意文書の載せられているが、具体的な内
容は記者会見でも述べられなかった。
　沖縄での米軍属による日本女性殺害事件
に関して、日米地位協定の軍属の見直しは
協議が続いているが最終合意に至っていな
い。普天間飛行場代替施設として、辺野古
への移転が唯一の解決策との立場を日米双

方が共有し、緊密に協力することで一致し
たとしている。

　稲田朋美防衛大臣は7日の共同記者会見
で、日本を取り巻く厳しい環境の中、日本
自身の防衛力を質、量とも強化する必要を
示しつつ、日米関係を強固にして行くため
の歩みを止めてはならず、「日米同盟は両
国だけでなく地域、世界の平和のための公
共財だ」と述べ、トランǿ政権でもその重
要性は変わらないと思っていると、引き続
き防衛協力分野での関係維持を期待した。
また、核抑止力について、日本は唯一の戦
争被爆国であり、核無き世界の実現に努力
する姿勢に変わりはないが、当面は米国の
拡大抑止が不可欠だと述べた。

稲田防衛相、日米同盟は公共財
トランプ政権でも維持強化期待

尖閣諸島は日米安保適用範囲

　防衛省の所管する2016年度第3次補正予
算は総額1769億円と決まり、このうち北
朝鮮が今年20発以上の弾道ミサイルを発
射したことから、北朝鮮のミサイル能力向
上への対応は喫緊の課題であり、最大限早
期に事業を推進するため、予算の前倒しな
ど331億円を計上、さらにそのほかの自衛
隊の安定的な運用態勢の確保に1375億円
などを計上した。
　弾道ミサイル攻撃への対処では、（1）
能力向上型迎撃ミサイルPAC-3MSEの導
入、（2）イージス・システム搭載護衛艦
の能力向上、（3）将来の弾道ミサイル迎
撃態勢についての調査研究、の3事業を補
正予算に繰り上げた。PAC-3MSEの導入
は、MSE弾が発射できるようにPAC-3地
上装置を全て一気に改修する大型事業で、
契約ȁースでは1412億円に達する。補正
予算では歳出額はゼロで契約を今年度中に
締結し、事業を前倒しするもの。一方、
イージス艦の能力向上は、「あしがら」の
能力向上着手前倒しと「あたご」の経費前
倒しで歳出総額は約331億円。一刻も早く

両艦の弾道ミサイル対処能力付与を実現し
ようとするもの。将来の弾道ミサイル迎撃
態勢の調査研究は歳出4000万円で、シ
ミュレーションなどを行う。2017年度予
算でも6000万円の調査研究費が計上され
ている。今後の態勢をどうして行くのか、

防衛省の2016年度第3次補正予算1769億円に
緊急性高い弾道ミサイル対応や運用維持経費が中心

次期防衛力整備計画を含めた準備の調査研
究で、THAADなど新たなBMDシステム
の導入を目指しての研究と言える。
　一方、周辺の安全保障環境や頻発する自
然災害に対し活動が増加する自衛隊の安定
的な運用態勢を確保するため、（1）艦

艇、P−1等の哨戒機
の整備、（2）US-2
救難飛行艇、情報収
集用器材、災害対処
に必要な装備品など
の調達、装備品の部
品費、修理費の確
保、庁舎の耐震対策
など、（3）PKO活
動等の派遣期間延長
経費、などに1375億
円を計上している。
　そのほか自衛隊員
の給与等55億円、災
害で被災した施設の
復旧費8億円が計上さ
れている。

　防衛省は12月21日、長期契約法に基づ
くSH-60K哨戒Ȁリコǿター17機のまと
め買いの一環として12月に契約した捜索
用レーダーなど官給品4品目、17機分の契
約概要を発表した。
　これで9月以降官給品19品目、107億
5917万8000円の契約が行われ、まとめ買
いによる縮減額は18億9448万3000円に
なったとしている。
　調達物品名称、数量、契約相手先、契約
金額（長期契約による縮減額）の順
▼UHF/VHF無線機HRC-115C＝34台、
日本電気、3億1674万7０００円（2070万
3000円）
▼メモリカード記録器03AC001-01＝17
台、関東航空計器、947万4000円（36万
9000円）
▼捜索レーダーHPS-105B＝17台、三菱
電機、25億5387万6000円（2億6710万
4000円）
▼HF無線機HRC-118B（別途取扱説明書
を含む）＝17台、日立国際電気、1億3825
万1000円（1313万4000円）

SH-60K捜索レーダー等まとめ買い
官給品の4品目、各17機分契約

イージス艦「あたご」（提供：海上自衛隊）
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　防衛省は12月20日の閣議承認を得て、
海上幕僚長・武居智久海将、航空総隊司令
官・福江広明空将ら5人の将官の勇退にと
もなう、海上自衛隊、航空自衛隊の将官人
事を12月22日付で発令した。新海上幕僚
長には海上幕僚副長の村川豊海将が、新航
空総隊司令官には航空総隊副司令官の前原
弘昭空将がそれぞれ昇格するなど、高級幹
部の大掛かりな異動となった。
　閣議承認人事は次の通り。
▼海将昇任、護衛艦隊司令官（海幕人事教
育部長）海将補　糟井裕之
▼海将昇任、潜水艦隊司令官（海幕装備計
画部長）海将補　佐伯精司
▼海将昇任、海自補給本部長（防衛装備庁
ǿロジェクト管理部ǿロジェクト管理総括

海幕長に村川海幕副長が昇格
航空総隊司令官に前原副司令官

官）海将補　佐藤直人
▼空将昇任、統幕運用部長（航空支援集団
副司令官）空将補　増子豊
▼空将昇任、空自幹部学校長兼目黒基地司
令（航空教育集団幕僚長）空将補　長島純
▼海上幕僚長（海上幕僚副長）海将　村川
豊
▼海上幕僚副長（護衛艦隊司令官）海将　
山村浩
▼自衛艦隊司令官（佐世保地方総監）海将
　山下万喜
▼横須賀地方総監（潜水艦隊司令官）海将
　道満誠一
▼佐世保地方総監（海自補給本部長）海将
　佐藤誠
▼航空総隊司令官（航空総隊副司令官）空

将　前原弘昭
▼航空総隊副司令官（空自幹部学校長）空
将　小野賀三
▼南西航空混成団司令（統幕運用部長）空
将　武藤茂樹
▼航空教育集団司令官（南西航空混成団司
令）空将　荒木淳一
▼退職承認（海上幕僚長）海将　武居智久
▼退職承認（自衛艦隊司令官）海将　重岡
康弘
▼退職承認（横須賀地方総監）海将　堂下
哲郎
▼退職承認（航空総隊司令官）空将　福江
広明
▼退職承認（航空教育集団司令官）空将　
森本哲生
▼海将補昇任、第5航空群司令（統幕運用
部運用3課長）1海佐　大西哲
▼海将補昇任、統幕首席後方補給官（海幕
人事教育部厚生課長）1海佐　近藤奈津枝
▼海将補昇任、防衛装備庁ǿロジェクト管
理部ǿロジェクト管理総括官（海幕人事教
育部援護業務課長）1海佐　阿部智
▼空将補昇任、第１航空団司令兼浜松基地
司令（空幕人事教育部厚生課長）1空佐　
谷嶋正仁
▼空将補、航空開発実験集団幕僚長（防衛
装備庁ǿロジェクト管理部装備技術官）1
空佐　小島隆
▼海幕監察官（統幕首席後方補給官）海将
補　乾悦久
▼海幕総務部長（海幕監察官）海将補　西
成人
▼海幕人事教育部長（第31航空群司令）
海将補　園田直紀
▼海幕装備計画部長（海幕総務部長）海将
補　中尾剛久
▼第5航空群司令（第31航空群司令）海将
補　畠野俊一
▼航空支援集団副司令官（第１航空団司令
兼浜松基地司令）空将補　平塚弘司
▼航空教育集団司令部幕僚長（防衛装備庁

ǿロジェクト管理部ǿロジェクト管理総括
官）空将補　森川龍介
▼防衛装備庁ǿロジェクト管理部ǿロジェ
クト管理総括官（航空開発実験集団司令部
幕僚長）空将補　阿部睦晴
▼海幕人事教育部補任課補任班長（海幕装
備計画部航空機課航空機班長）1海佐　大
塚裕孝
▼海幕人事教育部援護業務課長（海幕人事
教育部付）1海佐　前田丈典
▼海幕装備計画部航空機課航空機班長（海
幕航空機課固定翼班長）1海佐　矢倉清次
▼海幕装備計画部航空機課固定翼班長（海
幕航空機課）1海佐　内田輝昭
▼第5航空隊司令（海幕人事教育部補任課
補任班長）1海佐　金山哲治
▼海自幹部学校運用教育研究部図演運用課
長（第5航空群司令部首席幕僚）1海佐　
森竹賢全
▼空幕総務部総務課庶務室長（空幕防衛部
防衛課業務計画班長）1空佐　藤永国博
▼空幕人事教育部厚生課長（空幕総務部総
務課庶務室長）1空佐　倉本昌弘
▼空幕防衛部防衛課業務計画班長（空幕防
衛部防衛課）1空佐　小川貴也
▼第7航空団整備補給群司令（空自補給本
部航空機部航空機管理課長）1空佐　加藤
栄一
▼空自補給本部航空機部航空機管理課長
（空幕防衛部装備体系課）1空佐　岡田聡
▼防衛装備庁ǿロジェクト管理部装備技術
官（第7航空団整備補給群司令）1空佐　
中澤省吾

《新海上幕僚長　村川豊
（むらかわ　ゆたか）海将略歴》

1958年1月29日生まれ。
1981年3月防大卒、海自入隊
2000年1等海佐
2001年海幕人事計画課企画班長
2003年海幕経理課経理調整官
2004年佐世保総監部経理部長
2006年海幕総務課長
2008年海将補、海幕総務部副部長
2009年阪神基地隊司令
2010年海自第4術科学校長
2011年海幕人事教育部長
2013年海将、補給本部長
2015年海幕副長
2016年12月海上幕僚長

日蘭防衛協力・交流覚書に調印 日蘭防衛閣僚会談を実施
　来日したオランダのȀニス・ǿラサハー
ト国防大臣が12月13日、稲田朋美防衛大
臣と会談し、日蘭防衛協力・交流に関する
覚書に署名した。日蘭の防衛交流はソマリ
ア沖・アデン湾での海上自衛隊とオランダ
海軍の部隊の緊密な連携などがあり、稲田
大臣からNATOとの協力推進の考えを表
明、ǿラサハート大臣から歓迎の意が表さ
れたという。
　覚書では各レȁルでの防衛交流が規定さ

れ、相互の関心事項の意見交換のテーマと
して、PKOや海洋安全保障のほか、弾道
ミサイル防衛、共通装備品を通じて得られ
た教訓、防衛装備・技術、サイバー空間な
どが挙げられている。
　なお、オランダは既にF-35A戦闘機を
受領し、特にǿラサハート防衛大臣の強い
要請で、独自の空中給油機を使用して太西
洋を横断し、オランダ本国で配備基地にお
ける騒音調査飛行を実施している。

プラサハート蘭国防相と稲田防衛相の会談が行われた（提供：防衛省）
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艦載UHX選定プロセスに問題
海幕長等処分、改めて機種選定へ

航空機用金属材料 ・ 部品 ・ ケミカル品  輸入商社

　防衛省は12月16日、海上自衛隊の多用
途Ȁリコǿター（艦載型）機種選定につい
ての特別防衛監察の結果、選定手続の公正
性が確保されなかったことを確認したとし
て、海上幕僚長・武居智久海将、教育航空
集団司令官（当時の海幕防衛部長）・渡邊
剛次郎海将を訓戒、海自第2術科学校長
（当時海幕防衛部装備体系課長）・下淳市
海将補を注意の処分を行い、再発防止策を
講じた上で、改めて機種選定手続きを実施
すると発表した。
　海幕内の検討チーム等で決まった要求性
能などが、初めて報告を受けた海幕長の発
言を受けて変更されたことや、変更手続き
の不備、その影響を内局に正確に報告しな
かったことなどが問題だとしている。ま
た、本来、運用要求書と要求性能書を決裁
後に提案要求書と評価基準書を作成すべき
ところ、4文書を同時に決裁するよう手順
が簡略化されており、評価基準を知って、
要求性能を変更することが可能となってい
たことが公正上問題だとして改善を求めて

いる。
　海幕の検討
チーム段階で
の候補機種は
NH-90（エア
バス・Ȁリコ
ǿ タ − ズ ・
ジャパン）、
MCH-101（川
崎 重 工 ） 、
SH-60K（三
菱重工）の3機
種だったが、
変更後の要求
性能に基づく
と、SH-60Jは
選外（第1段階

で）となり、NH-90についてはエアバ
ス・Ȁリ・ジャパンが提案要求書受領後、
要求内容から受注可能性がないと、入札辞
退した。

　改善策としては、機種選定ǿロセスの公
正性確保、対応要領通達の遵守、書類管理
について方向性を示している。
　機種選定ǿロセスでは、（1）海幕での
要求性能の作成に係る業務手順の見直し、
（2）内局が運用要求書作成や提案書の評
価などに、より密接に関与できるよう、
チェック態勢を見直し、（3）評価基準が
明らかになった段階から遡った要求性能の
変更を防止することが明確に理解されるよ
う、機種選定通達の見直し、それらを徹
底、（4）関係職員への常に公正さを意識
させる教育の実施の4点を示している。

　防衛監察本部の特別防衛監察結果による
と、機種選定ǿロセスで海幕長は関係職員
に対し、運用構想（過去の海上自衛隊会議
での大型機が望ましいとの方向性）と整合
を図るよう指導した際、大型のMCH-101
を例示するなどの発言をし（2015年3月26
日）、発言の結果、海幕関係職員はMCH-
101を選定されることが望ましい機種とし
て機種選定業務を行うこととなったため、
この発言は配慮を欠くものであったとして
いる。なお、海幕長が公式に報告を受けた
のはこのときが初めてだったという。
　また、海幕防衛部長（当時）は、海幕長
の発言を受け、海幕関係職員に対し、
MCH-101の選定を優先する方針を説明し
た。海幕防衛部長と海幕関係職員は要求性
能の再整理を実施し、比較的小型の機種で
あるSH-60Kが要求を満たすことは困難と
推定される要求性能であると認識しつつ、
これを運用要求書に反映した。これは競争
性の確保に影響を与えるもので、不適切で
あったといえる、としている。時系列を踏
まえた調査結果では海幕長指示前（3月18
日）に防衛部長が救護・後送能力の要求性
能について有事能力が不備として見直しを
指示しており、それは海幕長に報告されて
いない。
　更に、海幕防衛部長と海幕関係職員は、
SH-60Kが評価を満たすことが困難と推定
される要求性能と認識していたものの、内
局関係職員などに対し、企業の提案次第と
しつつも、SH-60Kは評価を満たすことが
推定されると説明した。この説明は検討等
における正確性の確保に影響を与えるもの
で、適切であったとはいえない、としてい
る。
　そのほか、要求性能の審議のため海幕に

設置されていた「海幕性能審議会第7分科
委員会」（Ȁリコǿタ−の要求性能を審議
するため設置されている委員会。委員長は
海幕装備体系課航空機体系班長）での審議
結果を変更する際、変更のための再審議を
行っていなかった。
　内局と海幕では本来、運用要求書と要求
性能書の決済を経て、提案要求書案と評価
基準書案を決済すべきところ、一括して決
済していた。手続きの簡素化により、評価
基準が明らかになった以降で、遡って要求
性能を変更することができる手続となるこ
とから、業務の公正性の側面を重視した場
合、この機種選定に当たって発出された通
達が求める手続きでなかったとしている。
　なお、関係業者からの働きかけは監察の
結果、確認されなかった。OBなどの業界
関係者との対応を規定した「対応要領通
達」で規定されている対象者の一覧作成、
業界関係者との接触方法、場所、接触時の
報告に関する不備、接触対象者として指定
すべき職員（機種選定関係職員）の規定が
不明確などの不備、関係書類等の管理状況
の一部不備（保存もれ）もあったという。
　機種選定作業は2015年7月に提案要求書
が防衛大臣により決定され、エアバス・Ȁ
リコǿタ−ズ・ジャパン、富士重工、川崎
重工、三菱重工の4社が提案要求書を受
領、9月15日に川崎重工が「KE-101」、
三菱重工が「SH-60K多用途型」を提案、
残る2社は辞退した。これを受けて10月5
日に海幕がMCH-101を評価結果とした。
SH-60Kは選外となった。10月8日に内局
と合同の検討チーム会合が予定されていた
が、整備計画局長の指示で中止され、機種
選定作業は中断、監察を受けることになっ
た。

選定プロセスでの内局関与など改善策

業務簡素化が公正性欠く結果に

MCH-101Ȁリコǿタ−

要求性能の変更で中型機が選外へ
SH-60KȀリコǿタ−

米MV-22の空中給油以外の飛行再開
原因はローターブレードの破損、安全点検は完了と

　米軍は12月19日、去る13日夜に浅瀬に
不時着大破する事故後、日本国内で飛行停
止していた海兵隊のMV-22オスǿレイの
飛行を、事故は空中給油時にローターǾ
レードが給油ホースに触れて破損したのが
原因で、在沖縄全機の安全手続きを徹底的
に行ったことを日本側に報告、空中給油以
外の飛行を再開した。在日米軍は日本政府
に対し、12月16日にMV-22の飛行継続を
通知し、さらに19日に最終報告を行った
としている。また、沖縄では第3海兵遠征
軍司令官のローレンス・ニコルソン海兵中
将が、沖縄県と沖縄防衛局に通知した。
　海上着水事故のほか、14日夜に普天間
飛行場に「胴体着陸」した別のMV-22に
ついては着陸装置（脚）が機体から出な
かったため、衝撃吸収パッドの上に緩やか
に着陸したもので、米軍によると、そのほ
かのMV-22の脚部には点検の結果異常は
なかったとしている。

　防衛省では19日に、米軍から得た事故
の状況と原因、米側の対策、飛行再開の経
緯を公表し、（1）脚部故障時案への対応
は防衛省・自衛隊の専門的知見に照らせば
合理性が認められること、（2）大破事故
の発生原因に関係した空中給油については
集合教育、手順の確認、地上でのシミュ
レーター訓練が完了した後に再開するこ
と、（3）米軍が大破事故はMV-22の搭載
システム、機械系統、機体構造が原因では
ないと考えられる中で、別のMV-22の脚
部故障発生も踏まえて、他のMV-22全機
の点検を実施して、問題がないと確認した
ことを踏まえて、19日からの空中給油以
外の飛行を再開することは「理解できるも
のと考えられる」と、飛行再開を容認し
た。
　今後、空中給油再開の前に、同種事故防

止のため、米側で取られた安全上の措置に
ついて、引き続き日本政府に対する、具体
的な情報の提供を求め、米側もこれを了承
したとしている。

　米軍ではMV-22の飛行運用再開に当
たって、在日米軍司令官のジェリー・マル
ティネス空軍中将が次のようなコメントを
出している。
　「米軍はMV-22の安全手続きついて徹
底的に細心の精査を実施したことを（日本
の）防衛省と外務省に報告した。調査は引
き続き行うが、事故原因については、当該
機のローターǾレードが給油ホースに接触
したことによるものだと確信している。事
故の発生後に同盟国（日本）から寄せられ
た多大な支援（海上保安庁、警察による現
場安全確保か）に感謝を示したい」。
　また、第3海兵遠征軍司令官のニコルソ
ン中将は、「安全手続きと安全チェックリ
ストについて徹底的に細心の精査を行った
後、私は同盟国の責務を果たすための安全
な飛行が継続できると強く確信した。我々
の持つMV-22の安全性と信頼性に対する
ゆるぎのない確信を、日本国民の皆様と共
有し、理解いただくことは大切なことだ。
それがなければ、飛行を継続することはな
い。また、操縦士が熟練性を維持するため
に（飛行）訓練を実施する機会に恵まれ、
同盟国が最も必要としている時に対応がで
きることは同様に重要なことだ」と述べ、
訓練の再開で練度を維持することが、日米
防衛協力に不可欠との姿勢を示した。

　今回の米軍から防衛省への情報提供で、
事故当日の当該機の飛行状況が明らかにさ
れている。
　事故当日（12月13日）、夜間空中給油
訓練は2機のMV-22が実施しており（ニコ
ルソン中将の会見ではCH-53Ȁリも）、
事故当時も陸地から数十キロ沖合で実施し
ており、天候は強風で良好ではなかった
が、夜間空中給油訓練に関する規定の範囲
内であったとしている。MC-130空中給油
機から出された給油ホースに、MV-22側
の受け手の給油管（ǿローǾ）を差し込み
給油が行われたが、給油終了後、MV-22

のǿローǾとMC-130のホースが分離後、
13日午後9時5分ごろ乱気流等により、給
油ホースとMV-22のǿロペラのǾレード
が接触し、Ǿレードが損傷した。オスǿレ
イの空中給油でこのような接触事故は初め
てであり、さらに詳細な原因の調査が行わ
れているという。
　当該機のǾレードの損傷は、回転を続け
るうちに大きくなり、飛行が不安定な状態
となった。このためパイロットの判断で、
訓練地点から相対的に距離が近いキャン
ǿ・シュワǾを目的地として飛行する中
で、地元への影響を極小化するため海沿い
を飛行していたが、途中辿り着けないこと
が分かったため、パイロットが意図した地
点である浅瀬に不時着水した、としてい
る。米軍はこの経過から、事故は搭載シス
テム、機械系統、機体構造を原因とするも
のではなく、空中給油に際しての給油ホー
スとMV-22のǿロペラの接触したことに
よるものとしている。
　なお、事故機と同様に空中給油訓練をし
ていたもう1機のMV-22は、空中で支援を
行っていたが、事故機が着水後、普天間基
地に帰着した際に脚が出なくなり、着陸
パッドに胴体着陸した。
　米軍は飛行停止期間に普天間基地所属の
MV-22全機の搭載システム、機械系統、
機体構造、エンジン、油圧機器等の重要箇
所を確認したが、他の機に問題は発見され
なかったとしている。不測事態発生時の安
全手順について搭乗員の理解度を再確認す
るため、搭乗員全員に集合教育を行ってい
る。なお、事故機の搭乗員5名のうち2名
が入院し1名は15日に退院、残る1名は経
過観察のため19日現在も入院中という。

防衛省、米軍の報告「理解できる」
在日米軍司令官

調査継続するも原因確信

空中給油後に乱気流でホースと接触

2016年自衛隊観閲式で飛行するMV-22
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千葉工業大学工学部機械電子創成工学
科の菅洋志助教授は、白金ナノギャップ構
造を利用して600℃でも動作する不揮発性
メモリー素子を開発することに成功した。
菅助教授は、産業技術総合研究所ナノエレ
クトロニクス研究部門の内藤泰久主任研究
員、物質・材料研究機構国際ナノアーキテ
クトニクス研究拠点の塚越一仁主任研究者
と共同で研究開発を進めた。
　研究チームによれば、通常のシリコン半
導体を用いたメモリー素子では、バンド
ギャップに起因する半導体性を高温では保
持できなくなり、メモリー機能を維持出来
ない。そこで菅助教授らは、情報記憶部に
耐熱性を有する白金ナノ構造を利用する方
法によって、高い温度で動作する不揮発性
の抵抗変化メモリーの実現に成功。このメ
モリー素子は、高温環境下でのメモリーや
センサーへ応用することができるとのこと
で、例えば、フライトレコーダーや惑星探
査機への応用が期待されるとの見方を示し
た。
　ナノギャップメモリーは、ナノギャップ
の空隙に可逆変化するナノピラーが成長
し、接近と乖離を行うことで抵抗値を変化
させる。接近時と乖離時にはトンネル電流
の抵抗値が大きく変わるため、オンとオフ

の2状態を作ることができる。ナノギャッ
プメモリーは、金属構造が維持される限
り、記憶が保持できることも特徴だ。
　研究チームは、千葉工大が有するナノ
ギャップ電極の電極金属の結晶性改善技術
を用いることで、高温時メモリー機能の維
持に寄与するナノ構造の構造変化のメカニ
ズムを解明。高い結晶性を有しスイッチ動
作後の大きな形状変化が起こりにくいこと
が、今回のメカニズム解明に貢献した。
　研究チームは600℃で抵抗値をオンとオ
フを交互に100回切り替える実験を実施し
た。その結果、高温環境下でもオンとオフ
の抵抗値が分離することが明らかになっ
た。
　さらに、室温から600℃までの間の各温
度のオン/オフ比をみてみると、400℃付
近で低下する金に比べ、高融点の白金ナノ
ギャップメモリーは高温環境下でも高いオ
ン/オフ比が示されたという。ちなみに、
白金の融点は1768℃にも達する。
　また、高温環境下でのナノピラーの形成
メカニズムを温度依存性の観点から明らか
にすることに成功した。ナノピラー形成時
に、ピラーを形成するための原子移動とと
もに、形成を阻害する原子拡散の2つの効
果が同時に発生することが判明。白金ナノ

ギャップは、高温環境下でも原子移動が後
者の効果を上回ることができ、メモリーと
して動作可能であることが分かった。さら
に、白金ナノギャップメモリーは高温環境
下でも室温と同じく安定に情報を維持し、
書き込んだ状態も600℃で8時間以上保持
することに成功した。
　
　災害データ保存に有用との見方も
　    冷却エネルギー減で省電力

　研究チームでは今回の成果を受けて、災

害時などの高温下
で守ることができ
なかったデータを
保存できるように
なることで、安
心・安全な社会の
構築に寄与するこ
とが期待できると
の見方を示す。
　また、データセ
ンターなどで排熱
を気にせず使用す
ることができるた
め、冷却エネル

ギーを削減することもでき、省電力への期
待も大きいという。
　ただ、電子素子の高温耐久に関する研究
は始まったばかりとの認識を示しており、
今後も基礎研究を継続することで、実用化
に向けた研究および更なる高温に対応でき
る材料探索を行う方針だ。今回、明らかに
なったナノギャップメモリーの高温耐久性
能は、室温で保存すればさらに情報保持時
間が長いことを示唆しており、長期記録メ
モリーの開発も期待できるという。

600℃で動作する不揮発性メモリー素子開発
白金ナノギャップ構造利用、フライトレコーダー等に応用

　昨今、何かと話題の多いアディティブ・
マニュファクチャリング。航空機産業でも
注目される、新たなものづくり手法だが、
山梨大学工学域機械工学系の阿部壮志助教
授と東京農工大学の笹原弘之教授らが、溶
接技術で用いられているアーク放電とワイ
ヤを使ったアディティブ・マニュファク
チャリング技術による造形の研究を進めて
いる。さらに、造形形状予測シミュレータ
とシミュレーションに用いる積層条件デー
タベースを利用することで、目標形状を高
精度に造形するための適切な溶接条件の算
出および積層パスの生成が可能なCAMを
開発した。
　阿部助教授は、ワイヤとアーク放電を用
いたアディティブ・マニュファクチャリン
グ技術について、「主には難削材を用いた
少量生産に向いているのではないか。例え
ば、タービンブレードのようなものや、
ジェットエンジンの外側のケースなどを想
定している」とコメント。「こうした製品
は、一つの材料の塊を削りだして製造して
いるため、材料の90％以上が切りくずと
して排出されており、材料の消費量および
切削時間、工具の消費量を抑制することが
できる」との認識を示している。
　さらに、「金型を部分的に補修したり、
あるいは表面をコーティングするなどの用
途にも使うことができると考えている」こ
とを明かした。

      　進化続けるアディティブ
その適用範囲は拡大

　アディティブ・マニファクチュアリング
技術は昨今、航空機産業への進出が急速に
進んでいる新しいものづくり手法だ。3D
プリンターを用いるこの手法は、GEが
LEAPエンジンの燃料ノズルに適用してお
り、その適用範囲は今後拡大していく様相
だ。
　従来、アディティブ・マニファクチャリ
ングは、どちらかと言えば、試作品の製作
で利用されるケースが多かった。しかしな
がら、国内の航空機産業でも、大手重工を
中心に試作品製造に3Dプリンターを投入
するケースもみられた。
　ただ、アディティブ・マニュファクチャ
リング技術は急速な進化を遂げていて、試
作品に留まることなく、国内外で産業用途
に進出し始めており、航空機産業において
も、この流れは今後加速していくものと考
えられている。
　阿部助教授は、「従来の加工技術では、
複雑な形状を成形するケースでは、コスト
が上昇するという特徴がある」とコメン

ト。「一方でアディティブ・マニュファク
チャリングは、どんなに複雑な形状であっ
ても、コストがあまり変化しないというこ
とが特徴」との認識を示したうえで、「単
純な形状を大量に生産することには向いて
いないが、複雑かつ一品ものの場合や個人
の要望に応えるカスタマイズ品などに適し
た技術」との見方を示した。
　一口にアディティブ・マニュファクチャ
リングといっても、いくつかの手法に分類
することができる。
　阿部助教授によれば、大別すれば、粉末
床溶融結合と指向性エネルギー堆積による
手法だ。このうち、粉末床溶融結合は、最
初に薄い金属層を敷き詰めるパウダーベッ
ドを作り、それをレーザや電子ビームを
使って溶融・固化することを繰り返すとい
う造形手法だ。
　「この手法は、一度、パウダーベットを
敷き詰めるという作業があるため、あまり
大型造形には向いていない。しかしなが
ら、高精度などであることから、小型造形
に向いている」とのこと。
　一方、指向性エネルギー堆積を利用する
タイプは、「肉盛溶接に近いもの」とのこ
とで、「熱源を発生できるノズルから、材
料と熱源ビームを射出して、材料を局所的
に溶融・固化する」手法となるという。こ
の指向性エネルギー堆積は、粉末床溶融結
合に比べると、造形能率が高い一方、積層
ピッチは大きいことから、大型造形に向い
ているとのことだ。
　この指向性エネルギー堆積の手法は、
「現在のところ、粉体とレーザーを用いた
手法が主流となっている」とのこと。この

粉体レーザー方式と比べると、ワイヤ材と
電子ビーム方式、あるいは阿部教授が研究
を進めているワイヤ材とアーク放電方式
は、積層ピッチは大きいものの、造形能率
は更に高いことが特徴だという。
　「私が研究しているワイヤ・アーク放電
方式というものは、指向性エネルギー方式
の一種で、アーク溶接を応用したもの。ワ
イヤ材料をアーク放電を用いて、金属を溶
融・積層する」手法とのことで、「溶接で
使われている材料ならば、何でも適用する
ことができる。また、レーザー熱源などに
比べて、非常にコストが低く、だいたい
10分の1」であることを強調。さらに、
「現在主流のパウダー材料と比べて、ワイ
ヤ材料は安価」であることなどを説明し
た。ちなみに、造形速度も1時間当たり
250立法センチメートル以上とのことだ。
　
シミュレーションで試行回数減
　　　   造形精度も向上

　阿部助教授によれば、従来のアディティ
ブ・マニュファクチャリングの問題点とし
て、ある程度、試行を繰り返さなければな
らない点を挙げている。
　「造形するためには、どのような条件で
積層したら良いのかということもプログラ
ムするが、過去のノウハウ、材料の標準的
な条件などを試行する。それで綺麗に造形
することができない場合、条件を変更し
て、もう一度NCデータを作り直すことな
ど、何度か試行する」ことに言及。さら
に、「3Dプリンターには、様々なパラ
メータがあって、対象とする造形物によっ

ワイヤとアーク放電で高造形能率アディティブ手法開発
航空機産業など利用想定、造形予測シミュレーションで高精度造形

て微妙に異なり、それを管理することは難
しい」ことにも触れた。
　そこで、阿部助教授らが取り組んだ研究
では、「CADデータから経路を出力する
ところまでは同じだが、内部に造形形状が
どのようになるのかということをシミュ
レーションする機能を入れている。このシ
ミュレータかませることで、最適な条件、
このようになるだろうというのを算出す
る」ことを明らかにしており、「これを
NCデータとして、試行回数を低減するこ
とができるほか、造形精度を向上すること
ができるということが可能になる」ことを
明らかにした。
　阿部助教授は、「骨組みはできている
が、どういったところに使うことができる
のか、検討している」と話し、「アプリ
ケーションを設定して、材料、条件データ
ベースを作成し、アディティブ・マニュ
ファクチャリング技術を使って造形、実際
の製品精度・機械的特性をテストしなけれ
ば実用化には結びつかない」との見方を示
し、企業に実用化に向けた協力を求めた。
　さらに、「アディティブ・マニュファク
チャリングによって設計を変えていく。こ
れまでは切削などに適した設計で作られた
製品であることから、そのままそれをア
ディティブ・マニュファクチャリングに適
用するのかというと、そうではないのでは
ないか。そういったアイディアを出して欲
しい」とも話し、アディティブ・マニュ
ファクチャリングを適用した新たな設計手
法を確立して、自社製品に適用を目指す共
同研究を希望していることを明かした。

研究チームは600℃で動作する不揮発性メモリー素子を開発する
ことに成功した（提供：千葉工大/産総研/物質・材料研）

　ロボット月面探査レース「GoogleLu-
narXPRIZE」に日本唯一のチームとして
挑むチーム「HAKUTO」は、インドの
「チームインダス」との間で、月面まで
ローバーを輸送する相乗り契約を締結し
た。
　「チームインダス」はインドのバンガ
ロールに拠点を置き、「HAKUTO」と同
じく、レースに参加するチーム。「チーム
インダス」はランダー（月面着陸船）と
ローバーの双方で開発を進めており、
2015年には中間賞のランディング（着陸
技術）部門で受賞するなど、実力あるチー
ム。
　「HAKUTO」によれば、チームが
2017年以降もレースに参加し続けるため

には、レースを運営するXPRIZE財団か
ら、年内に打ち上げ契約を承認される必要
があるとのこと。チームインダスは既に打
ち上げ契約をXPRIZE財団から承認されて
おり、「HAKUTO」も相乗り契約を締結
したことで、XPRIZE財団から打ち上げ契
約が承認されたという。
　「HAKUTO」によれば、インダスで相
乗り打ち上げを行う場合、打ち上げ予定日
は来年12月28日を予定しているとのこ
と。打ち上げロケットはPSLVで、インド
のシュリーハリコータのサティシュ・ダワ
ン宇宙センターから打ち上げられる。月面
着陸予定地は、通称"雨の海"と呼ばれる北
緯35度25分、西経29度23分を計画してい
る。

アクセルスペース、JAXAと連携

アクセルスペースと宇宙航空研究開発
機構（JAXA）は、衛星データインフラを
利用した地球規模課題の解決等を目的と
した衛星データ利用事業の促進を図るた
め、JAXAが進める地球観測事業及びアク
セルスペースが進める「AxelGlobe」プ
ロジェクトに関し、相互に連携すること
で合意した。
　アクセルスペースは2022年までに50機
の超小型衛星を軌道上に配置し、それに
よって世界中の毎日観測を可能にするこ
とを目指している。第1世代として3機の
超小型衛星（衛星名称：GRUS（グルー
ス））の打ち上げを2017年中に計画して
おり、打ち上げ後、速やかにサービスを
開始する。その後は世界全土の毎日観測
実現に向けて順次軌道上の衛星機数を増
やしていく方針だ。

HAKUTO、チームインダスと相乗り契約
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　成田国際空港会社（NAA）は12月25-
27日と2017年1月22-24日の期間に、成田
市役所1階の市民ロビーで成田空港のさら
なる機能強化に関する「対話型説明会」を
開催する。この説明会は、政府とNAAが
成田空港で取り組む、三本目滑走路新設、
B滑走路延伸、夜間飛行規制の緩和といっ
た機能強化について、オープンハウス形式
で機能強化の必要性や環境・地域共生策な
どを地域住民へ説明する。開催時間内の入
場・退出が自由で、NAA社員が展示され
るパネルや動画などの質問に回答し、意見
をくみ上げていく。
　この対話型説明会は、成田空港のさらな
る機能強化策や、環境対策、地域共生策な
どをパネルや動画で展示する。さらに映像
や音声を使って、航空機騒音の疑似体験が
可能な設備を用意する。会場内にNAA社
員を配置して、意見や質問に答えること
で、近隣住民との双方向の対話により理解
を深めていく。この説明会は、成田市を皮
切りに、富里市、山武市、香取市、多古
町、芝山町、横芝光町、栄町、神崎町、稲
敷市、河内町の11市町で順次開催してい

NAA さらなる機能強化で対話型説明会を開催
まずは成田市から、順次11 市町で展開し双方で理解

く。開催時間は10-16時。
　こうした対話型説明会は、羽田空港で
2020年までに年間3.9万回の発着枠を拡大
する機能強化方策の説明会で、同様の手法
が取られた。この機能強化では、首都圏上
空を通過する新飛行経路が示されたため、
新経路で約3000-4000フィート（915-
1220メートル）以下の飛行となる地域を
中心に説明会を開催した。
　オープンハウス型の方式は、公平性や双
方向の対話を趣旨とするため、参加者個人
にきめ細かく対応することができるとして
採用された。
　同方式は、日本では公共事業の説明手法
として認知度は低いが、欧米などでは主流
となっている。決められた時間だけの説明
ではなく、参加者の都合がよい時間に入・
退場できるため、より多くの人が参加する
ことができる。また同方式の説明会は、多
くの人へ同じ情報を提供することに長け
る。さらに、巡回する担当者との自由な対
話によって、参加者はより詳細な情報が得
られ、意見・質問・懸念などを直接訴える
ことが可能だ。

　航空局は、近年航空事故が増加している
小型機について、有識者らと安全対策など
について検討する「小型航空機等にかかわ
る安全推進委員会」を12月13日に開催。
冒頭にあいさつを行った航空局の高野滋安
全部長は、同委員会が今後常設に近いかた
ちで継続して開催していくとして「逐次、
小型機の安全のために案を検討していく」
と述べた。今後、来年春ごろに第2回を開
き、その後も年2回程度で定期的に開催す
る。
　高野部長は、小型航空機の事故について
最近の傾向として固定翼機が増え、さらに
は死亡事故が発生していることを説明し
た。航空局では、航空分科会技術・安全部
会などでも小型機の安全性について議論を
行っているほか、FAAが行っている小型
機の対応なども踏まえ、安全性の向上に取
り組んできた。このたび開催した委員会
は、依然事故の発生が目立つ小型機の事故
防止に向けて、専門的な検討を行ってい
く。

航空局 小型航空機の安全推進委員会を常設へ
年2 回で開催、小型機運航者と情報共有強化

　委員長に選出されたのは、東京大学大学
院工学系研究科の李家賢一教授。李家委員
長は、事故が増している小型機について、
安全性を高めるためにも同委員会で、あら
ゆる要素を考えていくことを強調し、事故
低減へ意欲を示した。会合で委員からは、
自家用機を所持・運航する個人パイロット
に対し、航空局や小型機団体などとの接点
を増やしていく必要があることが示され
た。個人所有の自家用機などは、操縦者が

整備を行うなど、所有する個人が操縦・整
備を行うケースが多い。また自家用機の運
航・整備は、個人の判断に頼る部分が大き
い。そのため、当局や団体と接する機会が
増えれば、個人の安全確保へ向けた意識が
高まり、安全面の徹底が促進されることに
なる

　今後当局では、メールなど操縦士との情
報共有手段を確保し、情報発信を開始。安
全に寄与する新技術の紹介や、エラー要因
などを分析して予防的なリスク管理を行う
ThreatandErrorManagement（TEM）
の紹介、自発報告できるVOICESの活用促
進など、安全啓発・運航者との連携を推進
する。また昨年から行っている講習会・審
査を通じた安全啓発や、事業許可の指導強
化など、ルール、指導監督、運航環境の改
善を一層進める。
　来年度以降の安全対策については、アン
ケートや事故要因の分析、海外事例などの
調査結果に基づいて、SNSの活用などに
よるポータルサイトを開設。ビデオ教材や
日本版TEM訓練教材などを開発して、情
報発信を強化する。さらに課題抽出と、対
応の方向性を整理して、審査・試験のあり
方、立入検査態勢など、指導監督体制の見
直しを図る。また、ヒヤリハットや飛行
データなど、運航者情報の管理やリスク軽
減を検討するデータベース構築など、プ
ラットフォームの高度化を進める。運航者
情報などの分析によって、新技術の義務化
や制度見直しなど、ルールの見直しを実施
していく考え。
　小型航空機の安全対策にかかわる新技術
について、委員会では事故後の状況把握に
向けて、例えばタクシーなどが搭載するド
ライブレコーダーなど、情報を記録する装
置の小型化が進んでいるため、記録装置を
自家用機など小型機へ設置が提案された。
事務局が示した装置としては、操縦士の訓
練用に開発された簡易型フライトレコー
ダーが機内を映像で記録し、GPSデータ
で位置・高度も記録できる。また、簡易型
FDR・CVRは、大型機のものよりも小型
で、飛行データや音声データを記録するこ
とができる。さらに動態管理システムは、
地上で特定の航空機を把握する装置で、機
内に装備したGPSなどのデータを衛星電
話などで送信する。
　また事故発生時には、搭乗者を保護する
ためエアバッグ付きシートベルトも提案さ
れた。墜落時などシートベルトからエア
バッグが膨らみ、人体を保護することで、
死亡事故や負傷を軽減する。
　さらに、そもそも事故を未然に防ぐ方策
として示された新技術は7点。ModeSト
ランスポンダー/ADS-Bは、自機の高度や

速度などを地上局や他機などへ送信し、衝
突防止などの情報源とする。簡易型AOA
は、迎角を指示するもので、米国では小型
機対策として導入が進められている。簡易
型空中衝突防止装置（TASなど）は、RA
など高度な機能はないが、他機の位置を示
して衝突やニアミスを避ける。EFB（タブ
レットなど）については、飛行ルートや地
図など、運航に必要な情報を表示させる。
そのほか、簡易型GPS（EGPWS）装置
や、ストロボライト、後方監視カメラが、
新技術の装置として示された。

　小型航空機の事故は、昨年ごろから自家
用を中心に事故が頻発し、さらに昨年7月
には空港周辺の住宅地への墜落死亡事故も
発生。航空局では、国民の安全・安心に多
大な影響を与え、航空安全を根底から脅か
す状況だとして、さらなる安全確保に向け
た抜本的な対策を必要とした。これまでの
対策としては、2014年4月から操縦者の定
期的審査を義務付け、安全講習会などを実
施してきた。また年1回の耐空証明検査時
などで、機体の整備状況を確認し、確実な
整備実施を指導してきたところ。さらに事
故の増加を受けて、講習会などでの基本手
順遵守の徹底、技能審査時の運航安全確保
の指導、新たに整備の講習会開催などを
行ってきた。
　そして、航空分科会技術・安全部会で
は、航空安全行政の総合的な対策として、
中期的方向性が示された。それには、航空
局として事故の背景、運航実態、新技術な
どを踏まえたルール強化が示された。さら
に、国での直接的な指導・監督の強化、安
全啓発および国と運航者の連携強化、新技
術の導入促進、運航環境のさらなる充実な
どが示されたところ。
　航空局が示した小型機の運用状況による
と、小型機・回転翼機・滑空機の耐空証明
取得機数は、2015年で904機となってい
て、14年の884機からは増えたものの、13
年以前からは減少している。運航時間・運
航回数とも11年から15年にかけてわずか
ずつだが減少傾向となっている。ライセン
スの取得については、飛行機・回転翼機で
は7割以上が外国ライセンスからの切り替
えとなっている。滑空機では外国からの切
り替えが1割にも満たない。年齢について
は、自家用操縦士の半分近くが50歳以上
となっている。
　諸外国の状況を見ると、米国では事故の
未然防止のためのリスクベース対策を推進
する。「CompliancePhilosophy」を策
定して、個人が自身でエラーを開示するよ
う促し、安全情報を広範囲に高い透明性で
交換していくという「Justculture」を促
進する。09-18年で10％を超える重大事故
削減を目標としている。さらに、欧州では
GARoadMapを作成し、ジェネラル・ア
ビエーション（GA）に関する規制の見直
し、安全リスクに対処する安全プロモー
ションを推進する。米国では、新技術の活
用促進に積極的で、委員会でも新技術につ
いて検討を行っていく方針だ。

17 年度以降はSNS 活用も
データベースで高度化

小型機の事故増加
運航時間は緩やかに減少

委員会の様子

　カンタス航空（QFA）は日本路線の新
路線として、成田-メルボルン線の就航を
開始し、12月15日に成田空港で就航記念
式典を開催した。新路線の就航により、同
社日本路線の1週間あたりの供給座席数は
6000席まで拡充することになる。メルボ
ルン線を就航することにより、ビクトリア
州へのレジャー、ビジネス需要を獲得して
いくのはもちろん、日本からの直行便が就
航していない地域へも円滑なアクセスを実
現。幅広い旅客層の取り込みを狙う。
　就航記念式典には同社のスティーブン・
トンプソンアメリカ・太平洋地区統括、荻
野雅史日本支社長のほか、来賓としてブ
ルース・ミラー駐日オーストラリア大使、
アダム・カニーンビクトリア州政府駐日代
表、国土交通省の木村茂夫東京航空局成田
空港事務所成田国際空港長、成田国際空港
会社の斉田正己副社長が出席した。
　式典冒頭にあいさつしたトンプソンアメ
リカ・太平洋地区統括は「今回の就航をう
れしく思っている。オーストラリア、ビク
トリア州を旅行したいと思っている人には
すばらしいニュースとなっただろう。日本
路線はシドニー、ブリスベン線も好評をい
ただいている。メルボルン線はビクトリア
州のみならす、オーストラリア国内各地へ
のアクセスの面で大事な就航地となる。わ
れわれとしては、今後も日本とオーストラ
リア間の素晴らしい関係を築けるよう、こ
れからも需要にしっかりと応えていきた
い」と述べた。
　ミラー駐日大使は「今年
は、オーストラリアから日
本を訪れる人は前年比21
％増となっている。一方、
オーストラリアに渡航する
日本人は25％増となって
いる。二国間関係におい
て、人と人とのふれあいと
いうのは非常に重要だ。メ
ルボルンは成長著しい都市
で、多くの企業が直行便の
就航を待ちわびていた。今
回満を持して就航すること
で、さらなる交流拡大につ
ながればよい」と述べた。
　また、カニーン州政府駐
日代表は「今回のイベント
を非常に喜ばしく思ってい
る。今年1～9月のビクト
リア州への日本人渡航者数
は前年比20％増の5万5600
人と好調に推移している。
特に最近は、錦織圭選手の
活躍でテニス観戦に訪れる
日本人が増加している。メ
ルボルンを始めとしたビク
トリア州は常に洗練された
旅行体験を提供している。
地元の旅行業界は今回の就
航を心から歓迎している。
これまで以上にフレンド

カンタス航空 成田- メルボルン線を新規就航
3路線で週6000席を提供、豪州渡航者増に弾み

リーな関係となることを期待している」と
あいさつした。
　成田-メルボルン線はこのほど改装を施
したA330-300型機で運航する。ビジネス
クラスはシートリクライニングの状態でも
離着陸できるフルフラットシートを採用し
た。また、エコノミークラスでは、レカロ
社製の最新世代シートを投入している。
　日本とオーストラリア間の航空路線は昨
年のカンタス航空による2路線就航に加
え、全日空が羽田-シドニー線を就航。相
次いで、航空路線の増強が図られている。
これに呼応する格好で、日豪間の双方向交
流が活発化している。
　今回さらに、新たなデスティネーション
であるメルボルンに直行便が就航した。こ
れにあわせてカンタス航空はメルボルンか
らホバート、アデレード、パース方面への
国内線ダイヤを見直し、接続利便性の向上
を図った。一方、日本側ではグループ会社
のジェットスタージャパンが運航する日本
国内線との接続が可能となっている。東
京、メルボルン両都市のみならず、日豪の
地方都市向けの需要も取り込んでいき、搭
乗率の上積みを図っていきたい考えだ。
　運航スケジュールは以下の通り。
▼QF80便＝成田19:00発-メルボルン7:30
着（翌日）
▼QF79便＝メルボルン9:15発-成田17:30
着
（毎日運航）

就航記念式典でのテープカットの模様。写真左からカンタス航空
の荻野雅史日本社長、成田国際空港会社の斉田正己副社長、ビク
トリア州政府のアダム・カニーン駐日代表、駐日オーストラリア
大使館のブルース・ミラー大使、国土交通省の木村茂夫東京航空
局成田空港事務所成田国際空港長、カンタス航空のスティーブ
ン・トンプソンアメリカ・太平洋地区統括、QF80便のテッド・

ランディー機長

成田空港で出発を待つメルボルン行きのQF80便



（第３種郵便物認可） W I N G週刊3025号 2017年（平成29年）1月4日水曜日 （11）

たくさんの翼を支えて、今日も

福岡から日本全国に、そして世界に・・・・・・

         　　　　　　　　 　福岡給油施設株式会社

　国土交通省の2017年度税制改正は、「I.
成長力・国際競争力の強化」、「II.地域の
活性化と豊かな暮らしの実現」、「III.ク
リーンで安全・安心な社会の実現」といっ
た3点を主要な項目に置く。その中で航空
分野は、航空機燃料税（航燃税）・航空機
燃料譲与税の軽減措置を3年間延長し、さ
らには入国旅客が到着時免税店で購入した
物品の関税・内国消費税を免除するよう措
置する。
　これら航空関連の措置は、主要項目
「II」の地域活性化に向けた、「観光先進
国の実現および地方創生回廊の完備」とし
ての取組み。航燃税の税率軽減は、地方航

国交省17年度税制改正、航燃税軽減措置を維持
到着時購入を携帯品免税制度の対象へ、入国利便を向上

空ネットワークの維持・強化のため、
2011年度から実施している措置。航空局
によれば、地方の航空ネットワークはこれ
までの軽減措置で一定の回復が図られてい
るものの、現状として十分な水準に達して
おらず、航空会社でのコスト削減などを引
き続き進めるため、軽減措置の延長を決定
した。
　もとの税率は、1キロリットル当たり2
万6000円となっていたが、軽減措置に
よって1キロ当たり1万8000円として、こ
のたび2017年度から19年度までの3年間継
続されることになる。また特定離島路線で
は、もともと1キロ当たり1万9500円とし

ていたが、軽減措置によって1万3500円と
している。沖縄路線では、1キロ当たり1
万3000円だったところ9000円へ軽減して
いる。航空機燃料譲与税については、航燃
税から地方自治体へ譲与する割合を13分
の2から、9分の2へ引き上げる。それに
よって、地域活性化に寄与することにな
る。
　到着時免税店の関税・内国消費税の免除
は、従来は外国で購入していた免税品と同
様に、到着時免税店で購入したものを携帯
品免税制度の対象とすることで、関税・内
国消費税が免除され、入国旅客の利便を向
上させる。この措置によって、空港では到
着時免税店を到着制限エリア内に設置する
ことができる。入国旅客は、免税品として

海外で購入したもの、および機内で購入し
たものと併せて、到着時免税店で購入した
貨物を携帯品申告した上で、入国手続きを
行うことになる。
　そのほか、軽減措置として地球温暖化対
策のための税の還付措置について延長す
る。これは「III」の地球温暖化対策を推進
するための施策の一環として実施すること
となった。さらに、航空機部品などの関税
の免税特例措置、航空機騒音対策事業にか
かわる譲渡所得の課税の特例措置なども延
長する。また、特定離島路線の指定要件に
ついては、福岡空港が混雑空港に指定され
たため、これを拡充して、福岡空港発着の
離島路線も特定離島路線に含める。
　また、旅行分野では、訪日外国人旅行者
を対象に、輸出物品販売場の許可を受けた
酒類製造場で販売する酒類の消費税・酒税
を免税とする制度を創設する。これは地方
での酒蔵ツーリズムを振興し、日本産酒類
の認知度向上を図り、輸出促進を促すこと
を目的とした制度。好調な訪日動向と併せ
て期待できる。

　全日空（ANA）グループと日本航空
（JAL）の航空大手2社は、ともに2017年
2月から国際線旅客燃油サーチャージを復
活させる。両社は2016年4月～2017年1月
までの10ヵ月にわたり、燃油サーチャー
ジを適用してこなかったが、2月以降の適
用決定基準となる10～11月の燃油市況と
為替動向を背景に、再設定を決めた。
　同期間のシンガポールケロシン市況価格
の2ヵ月平均は1バレル当たり58.69ドル、
ドル・円は106.00円だったことから、シ
ンガポールケロシン市況価格の円換算額は
6221円となる。これは両社が採用する燃
油サーチャージの適用・不適用基準の分か
れ目となる6000円を上回ることから、復
活することになった。
　方面別の燃油サーチャージ額は、ANA
では1旅客1区間片道当たり3500円適用と
なるのが、北米（ハワイ除く）・欧州・中
東・オセアニア方面。2000円が適用され
るのがハワイ・インドネシア・インド方
面。1500円適用がタイ・シンガポール・
マレーシア・ミャンマー・カンボジア方
面。1000円適用がベトナム・フィリピ
ン・グアム・サイパン方面。500円適用が
中国・台湾・香港・マカオ方面、200円適
用が韓国方面となる。
　JALでは、3500円の適用が北米・欧
州・中東・オセアニア方面。2000円の適
用がハワイ・インドネシア・インド・スリ
ランカ方面。1500円の適用がタイ・シン
ガポール・マレーシア方面。1000円適用
となるのがベトナム・フィリピン・グア
ム・パラオ方面。500円適用されるのが中

ANA/JAL 国際線の燃油サーチャージ復活
燃油上昇・円安受け、北米路線は3500円

国・台湾・香港路線。200円適用が韓国・
極東ロシア方面となる。
　このところ国際線旅客は、インバウンド
の好調な伸びに加え、日本人旅客も伸び続
けていて堅調に推移している。日本人旅客
は円高の影響と燃油サーチャージの適用が
除外されてきた影響もあって、好調に推移
してきたと見られ、来年2月以降の旅客動
向が懸念されるところ。さらに石油輸出国
機構（OPEC）および非加盟国が15年ぶり
に原油に踏み切ることを決定しており、こ
れまで低価格水準で推移していた原油価格
が上昇に向かっている。また、米連邦制度
準備理事会（FRB）が利上げに踏み切るこ
とを決定し、為替市況は円安に振れてお
り、現状が続けば、燃油サーチャージは4
月以降の適用も見込まれる。
　なお、既報の通り、IATAは来年の世界
のエアラインの利益予想について、298億
ドルまで落ち込む見通しを示した。これは
原油価格の上昇に伴うエアラインの運航コ
スト上昇に起因するものと予測されてい
る。今年の原油の平均価格は1バレル44.6
ドルで推移したものの、IATAは2017年に
ついては、1バレル当たり55ドルの水準に
まで上昇する見通しにあると予測。これに
より、ジェット燃料の価格は2016年の1バ
レル当たり52.1ドルから、64.9ドルまで上
昇することが予想されると分析している。
さらにIATAは、燃油価格は2017年の業界
コスト構造の18.7％を占めると予測。これ
については、2012～2013年のピーク時の
33.2％を大幅に下回っているとの見方を示
している。

　成田国際空港会社（NAA）は12月13
日、航空機燃料のパイプライン施設のある
千葉港頭で建設中の新1号バースで発覚し
た地盤改良工事の施工不良について、修補
検討委員会を設置し、第1回会合を開い
た。この会合では、このたびの修補が、不
完全ながら一度手が加えられた地盤が対象
で、これまで経験したことがない工事を確
実に行う必要があるため、地盤の状況を正
確に把握するためのボーリングによる現地
追加調査を行う必要があるとし、委員から
はボーリングを行う的確な場所など助言が
示された。また、次回委員会は、現地追加
調査の結果が揃い次第開催することとし、
調査結果を踏まえ修補工法の検討を行う方
針が示された。
　NAAによると、委員会自体はトータル
で3回から4回の開催を予定していて、修
補工事の開始やスケジュールなどは、今の
ところ未定。ボーリングによる追加調査も
含めて検討した上で取組む考え。ただし、
修補計画については可能な限り早期に済ま
せたいという。
　会議冒頭のNAA整備部・玉木康彦部長
は、このたびの修補計画では、一度改良工
事を行った地盤を再度工事する必要がある
ため、高い技術が必要になると、述べた。
その上で、専門家による委員から、的確な
技術的助言を得て、確実に修補を行うと説
明した。また、委員長に選出された九州大
学大学院の善功企特任教授は、前例がなく
難しい状況だとするも、施工に向けて的確

NAA 千葉港頭の地盤改良工事施工不良で検討委員会
確実な修補へボーリング調査、次回工法の検討へ

に助言を行うとして、意欲を示した。
　この委員会は、NAAが東亜建設工業を
代表とする企業体へ発注した地盤改良工事
で、不正行為が発覚したことを受けて開か
れた。東亜建設工業による施工不良は、国
土交通省発注の羽田、福岡、松山の各空港
で発覚している。このたび分かった不正行
為は、護岸へ注入する薬液の量が、計画上
は約840万リットルだったのに対し、実際
に注入されたのが約413万リットルで、計
画比の49％しか満たしていなかったこ
と。また、薬液の配合では、当初の8％か
ら実際は10％へ、無断で濃度を変更して
いた。さらに東亜建設工業側の責任者は、
NAA監督員の立会時にモニター表示と、
チャート紙を改ざんしていた。同工事に関
して全体で契約金額が18億3837万6000円
で、そのうち薬液注入工法の費用は約6億
円となっていた。

千葉港頭のバース。建設中の
新1号バースで施行不良が発覚した
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